
を軸に、池上委員案と宮武委員案を合わせて、最終的に宮武委員の案を詰めていく

のがよいのではないかと言うのが私の意見。(鎌田委員)

,広域連合は組織として広く利用者に認知されておらず、新たな制度の運営主体は

都道府県とすべき。その際t市町村の責任も明確にすべき。(樋口委員)

・ 運営主体を仮に都道府県にした場合のメリットとして、都道府県が現在実施して

いる健康増進事業や医療費の適正化について、医療サービスの提供等の施策と有機

的に連携させながら実施できる。広域連合では十分に連携が図りがたい点が問題で

ある。(横尾委員)

・ 仮に財政的に国が支援するとなれば、都道府県でも引き受けることができるか。

市町村は良い協力・連携体制をとりながら実務をやる。財政は国がサポー トする。

そしてより効率的なマネージメントを‐緒に作つていくという形であれば、知事会

としても了解が得やすいのではないか。(横尾委員)

・ 広域連合の財源は市町村ごとの議決を経て支出しているものであり、一概に安定

化とは言えないのではないか。また、広域連合自体にも議会等が設置されており、

その運営にも事務負担等が発生している。さらに、市町村から派遣される職員は数

年で入れ替わるため、必ずしも事務に精通した職員が対応しているとは限らない。

(横尾委員)

・ 「広域連合又は都道府県が運営主体となる場合にはt窓 口業務等は市町村が行う」

との記載があるが、県民税等の徴収については、市町村に業務委託をしている例も

あり、すべて市町村というわけではなく(広域化・一元化の 1うのメニュすとして、

事務のあり方は今後検討する必要がある。(横尾委員)    |
・ 国がどの程度財政支援をして支えることができるかということが明らかになれば、

かなりの部分、都道府県としてもやれるのではないかという認識の方が関係担当幹

部にもおられるのではないかという感じがする。(横尾委員)

・ 「都道府県としても大いにやつてみるべきではないか」、「都道府県としても何か

関わるようなこともすべきではないか」という意見等が関係者の中にはあり、こう

いつた姿勢には高く敬意を表したい。(横尾委員)

・ 本来は住民と最も向き合つている市町村が保険者であるのが望ましいが、これか

ら先の少子高齢化において、保険者としてリスク分散ができない市町村が極めて多

くなつてくることを考えると、都道府県による運営を考えぎるをえない。その際に、

一番身近な市町村の役割をどうやつて担保していくのかが大きな課題。(宮武委員)

・ 市町村国保はいずれ人口減少で行き詰るため、都道府県に権限を逆委譲すべき。

(岡崎委員)

広域連合等が担 うべきとするご意見

・ 現在の後期高齢者医療広域連合をベースに、運営主体を検討すべき。(齊藤委員 )

・ どのような見直 しが行われるにしても、市町村国保が重要な役割を担 うことにな



る。市町村国保においては、保険料が賄えきれずに、T般会計からの繰り入れが行

われている。県の役割というものは十分認識しているが、都道府県単位としても市

町村国保と同様の問題が発生することから、国が十分に支援しないと、受け皿とな

り得ない。(神田委員)

運営主体の問題は都道府県と市町村が対立する問題ではない。まず、国がどう関

わり、どのような財政の仕組みでやるのか、どのように財源補填をするのか、覚悟

を示すべき。(神田委員)

福祉分野では市町村が重要な役割を担うている。市町村が行う健康相談や健康診

査は医療保険とも関係の深いものであるし、保健センター等も整備されている。都

道府県の役割はそれをフォローしていくことではないから(神田委員)

資料に掲げられているメリットロデメリットが形式的ではないか。デメリットに

も改善可能なものと重大なものがある。(神田委員)

ウ 検討の視点に関するご意見

・ 運営主体については、制度論ではなく利用者の視点から検討すべき。都道府県単

位の広域連合が役害1を担うことも考えられるが、どこが一番サ=ビスを提供するの

に適しているのかという視点から制度設計をすべき。(堂本委員)

・ 運営主体については、いくつかの視点から見た考え方がある。財政面からの視点

では、大きな単位ということがある。住民の健康状態の確保からの視点では、基礎

自治体のきめ細かなサービスがある一方で、都道府県の広域的な健康増進の取組が

ある。被保険者の利便性、窓口の利用、保険料の収納などについてt都道府県と市

町村がいかに協力して高齢者医療制度を支えていくのかという考え方が必要であ

る。(岩村座長)

・ 保険者の統一イヒという点では、京都府での新しい試みなどがあり、その状況など

最新の情報も共有すべき。(横尾委員)

・ 新制度の受け皿として想定される市町村国保の有様に深く踏み込んだ議論は、十

分な時間をかけて行うべき。(神 田委員)

・ どこが運営主体となるかによつて議論が相当変わつてくる可能性がある。少なく

とも保険の財政運営上の単位としては、保険の数理係数上の原理からしても、まず

都道府県単位での広域化は避けて通れないのではないか。ついては、市町村国保の

都道府県単位化による広域化についても、この会議で十分に議論いただきたい。(藤

原委員)

・ 市町村国保の広域化は避けられない。国保制度を守つていかないと国民医療は支

えきれない。(岡崎委員)

・ 市町村国保の広域化について、社会保障審議会医療保険部会とこの改革会議とで

' 
は議論の中身に大きなギャップや畑齢があり、また進捗にも大きな差がある。部

会と改革会議の広域化の考え方をどう捉えたらいいのかt大変戸惑っている。(神
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田委員 )

合意形成ができた都道府県から順次広域化を行うということになると恐 らく広域

化は進まないため、一定期限を切 りなが ら広域化を行 うべき。(岡崎委員 )

法律により保険者を解体できるかという点については、医療保険制度というのは

基本的に国が枠組みを決めながら、それを法律で制定 し、保険者を設立 して、被保

険者を設定するという形で成 り立ってきたことを考えれば、法律で十分合意ができ

れば、保険者の組み替え、広域化は可能である。 (岡崎委員)

(4)費用負担のあり方

ア 公費について

・ 国保と後期高齢者医療制度の統合を考えた場合、国保が有力な基盤となるが、約

7割の国保が単年度赤字であり、約 3,800億 円を一般財源か ら繰 り入れてい

る現状がある。このため、現行の国保も含め財政制度自体を分か りやす くし、一

定の公費を入れ、国保の財政基盤を強化すべき。 (岡崎委員)

・ 新たな制度においては、現役世代の負担が加重にならないよう理解と納得の得ら

れる費用負担が必要であり、一定の所得がある高齢者には応分の負担を求めると

ともに、公費負担の拡大も含めた財源のあり方を検討すべき。 (′卜林委員 )

・ どういう制度設計をするに しても、公費の負担増を検討 していくということでな

いと、医療保険制度全体の持続可能性はない。 (′卜島委員 )

・ 今の費用負担の方法では現役世代の保険料が過剰なものとなつている。今後の新

しい制度の財源負担を考える場合には、公費を増や していくという方向がないと、

現役世代の負担がますます過重になつていくと考えている。この点はt制度を議論

する大前提として強調 しておきたい。 (′1ヽ林委員)          .
・ 社会全体で支える公費の割合と現役世代を中心とする保険料部分の負担割合につ

いても、固定化せずに高齢化の進展に応 じて公費を増やすような調整の仕組みの

導入を検討すべき。 (小林委員)

, 高齢者医療の保険給付財源については、現役世代の保険料に依存するには限界が

あることから、高齢者医療制度への公費投入割合を高めることが不可欠。そのた

めにも、税制改革の議論がセッ トで行われることが期待される。 (齊藤委員)

・ 新たな制度においては、介護保険と同様、5割の公費を投入すべきである。公費

以外の部分は、高齢者と若年者の人数比で按分 し、それぞれが保険料を負担する。

(対馬委員 )

・ 健保組合等の支援金 :納付金の負担は、保険料収入の45.2%と 過重であるの

で、前期高齢者の層にも 5割 を目途とする公費投入を目指すべきである。また、財

政事情の厳 しい健保組合への財政支援の継続、強化が不可欠である。 (対馬委員)

・ 65歳から74歳までの前期財政調整の仕組みを75歳以上に拡大 し、75歳以

上の方の医療費の 5割に公費を投入すべき。 (F可部委員)
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今後の高齢者医療費の見通しを踏まえると、その財源について深刻な事態が生じ

ることが考えられるため、将来の恒久的な財源の確保が重要であり、国における財

政負担を明確に示すべき。(知事会 (西川代理))

今後め少子高齢化の進展を考えると、公費の拡大をお願いせざるを得ない。(樋

口委員)

高齢化の進行に伴い増え続ける医療費の負担に対し、公費の役割の拡大を明確に

位置付けた上で議論を進めていく必要がある。 (′1｀林委員)

公費投入の額を増やさなければ、財政調整を行つたとしても、全ての保険者が納

得することは難しい。(三上委員)

公費の投入については、所得捕捉することや、消費税を議論しなければ前に進ま

ないのではないか。(横尾委員)

これからの社会保障制度を支える財源のあり方については、公費においてもでき

るだけ特定の世代に偏らない負担ということが重要である。社会保険料と同様の

現役世代の賃金に着自した税と、各世代において幅広く負担する税を併せて考え

ていくことが今後の社会保障の安定的な運営には大事である。 (′卜林委員)

高齢者医療制度の見直しにあたり、真水の公費投入を拡大するという方向性につ

いて、委員の間で認識を共有したい。(齊藤委員)

健保組合では、自分たちが集めた保険料の半分をそれ以外の方々に拠出するとい

うことであると、事業主、被保険者の納得を得るのは難しいという状況もある。

そういうことも含めて、国費の投入ということを全体的に共有すべき。(対馬委員)

試算の中では、公費負担が減り、国保の負担が増えることとなつている。公費負

担減少の理由は、総報酬割の導入を前提としているが、実施可能なのか疑間である:

その場合、国保の追大な負担は、どこから補填するのか。(岡崎委員)

若人の保険料について

高齢者医療を支える各制度間での負担のあり方については、各制度の負担能力を

反映し、現役世代の納得が得られる制度となることが重要である。(′卜林委員)

新たな制度においては、現行の後期高齢者医療制度の医療給付費に対する財政調

整の仕組みを残すか、新たに全年齢に係る公費や支援金等による仕組みを設ける

か検討すべき。(宮武委員)

被用者保険は国保に比べて、ァ般的に若人が多く、所得水準が高く、さらに一人

当たり医療費が安いなど、相対的に恵まれた保険運営環境にある。したがつて、

国民皆保険の基盤となつている国保に高齢者が加入するのであれば、被用者保険

からの財政調整による支援が不可欠であり、現在の加入者数に応じた調整ではな

く、所得を考慮した負担能力に見合つた財政調整を行うべき。(知事会 (西川代理))

支援金のあり方については、高齢者の医療費を社会全体で支えるという観点から、

各医療保険制度間で公平に負担することとなるよう、被用者保険者間は総報酬按
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分とすべき。 (′ 1ヽ 林委員)

老人保健制度や後期高齢者医療制度が創設された経過を見ても、突き詰めれば高

齢者と無職の方が多い国保の財政問題であり、被用者保険はそれを支援してきた。

国民健康保険と被用者保険のあり方をもう一度考えるべき。 (′lヽ 島委員)

若人の保険料については、65歳以上に5割の公費投入を前提としてt被用者保

険者内は、保険者の負担能力に応じた負担とすべきであるが、総報酬割について

は、予算や公費の節減の観点ではなく、制度論としての公平性 菫納得感・整合性 暉

経緯という観点から、本当に総報酬割がいいのかどうかを議論すべき。その際は、

原則、65歳以上が給付対象で、(保険料について).総報酬割をしていない介護保

険制度との関係も考慮すべき。(対馬委員)

1総報酬割を導入すると、現在の前期高齢者の財政調整制度における医療費適正化

に対する保険者のインセンティブを働かせる仕組みがなくなつてしまうという間

題もある。さらに、総報酬割を導入する場合には、従来以上に所得の把握を厳格

に行う仕組みが必要である。(対馬委員)

!経済が活性化して保険料収入が増加するといつた良い循環を作るためにも、現役

世代のやる気と活力が重要である。若人において高齢者医療制度への拠出感が過

大なものとなり、活力をそぐような事態とならないような仕組みとすべき。(齊藤

委員)

)現役世代にとつて過度に重い保険料負担にならないような制度改革をお願いした

い。(齊藤委員)

・ 保険者や団体を代表する方が、それぞれの立場で発言しているが、医療保険制度

の議論においては社会連帯の理念が重要であり、それぞれの保険者が集めた保険料

は、国民全体のものであるという考え方の下に議論を行う必要がある。(三上委員)

・ 新たな制度においては、事業主の負担が現状を下回らない制度とすべき。(阿部

委員)

・ 企業においても、法人税や社会保険料により社会保障制度を支えている。これら

企業の負担についての国際比較等も踏まえて議論すべき。(知事会 (西川代理))

ウ 高齢者の保険料について

口 国民皆保険を守る観点から、高齢者にもその負担能力に応じた適切な負担を求め

るべき。 (齊藤委員)

・ 高齢者の方々から、応能負担とか応益負担という意見が出るということに敬服す

る。 (対馬委員)

・ 収入のある高齢者は、応分の負担をして、ただ乗 りする気などは決 してない。(樋

口委員)

・ 高齢者の保険料については、若人と高齢者の負担の透明性が確保された仕組み と

すべき。 (対馬委員)
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・ 保険料及び保険者間の財政調整の検討にあたつては、その高齢者がこれまでの人

生において、どの保険者に属していたのかを可能な限り反映できる制度にすべき。

(堂本委員)

・ 高齢者だけが利益を得るのではなく、たとえ低所得であつても高齢者も国民の下

人として少額の保険料を負担するなど、全ての高齢者が一定の負担をすべき。(樋

口委員)

・ 年齢めみを区分とした保険料の減免はない方が良いという意見に賛成である。(樋

口委員)                    `
" 国民皆保険が国民全体の連帯だと考えると、保険者間の差を明らかにつけること

|ま非常に問題ではないかと考える。(三上委員)           、

工 患者負担について

・ 新たな制度においては、必要な医療を保障し、65歳以上の方は原則として9割

給付とすべき (1割負担とする)。 (阿部委員)

・ 65歳未満の窓口負担についても、現行の3割負担というのは非常に高すぎるの

で、2割負担にすべき。(阿部委員)

・ これまで自己負担分を増やして給付を抑制することで医療費を抑えてきたので、

新たな制度については、高齢者の自己負担が増えないような制度を検討すべき。(三

上委員)

・ 患者負担については、負担の公平性の観点から3割が限界である。現行の高齢者

の負担割合は、原則として、70～ 74歳は2割、75歳以上は1割であるが、ど

の程度の患者負担が世代間の公平の観点か ら適当であるかという議論をすべき。

(知事会 (西川代理))

・ 現在の窓口負担、75歳以上が 1割、70歳から74歳は 2割 :それ以外は 3割

となつているが、これ以上の負担増はすべきではない。(′ lヽ 島委員)

, む しろ 70歳以上については 1割負担 ということで、高齢者の窓口負担を軽減す

ることを基本的に考えるがきではないか。(′1ヽ 島委員)

・ 自己負担については、無駄な受診を減らし、効率化を図ることを目的に徐々に引

き上げられてきた。しかし、調べてみると低所得者ほど窓口負担が大きいことを理

由に受診を控えているという実態があり、必要な医療が抑制されていると考えられ_

る。また、病院で治療費を支払わない方が増加しており、公立病院では自治体の税

金を投入して支えている実態もある。自己負担が大きいことも治療費未払いの原因

の一つになつている。したがつて、新たな制度においては、自己負担を今よりも引

き下げる方向で考えるべき。(近藤委員)

・ 患者負担については、現役と同じ3割 というのは非常に苦しいかもしれない。ま

ず2割にして、さらに高額療養費等の適用のところで工夫すべきではないか。(対

馬委員 )
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・ 応益負担の問題では、窓口負担があるが、これについては年齢によって病気がち

の方、何度も病院にかかるような方については、窓口負担は一定程度引き下げるこ
｀
 とが適当である。(三上委員)

※ 財源構成の試算について

・ 国保が負担増となり、財政がもたない。国保の財政基盤をしつかりと確立させる

方向で整理すべき。(岡崎委員)

・ 基本的な考え方の6原則にあるように、国保の負担増に配慮するという観点から、

一定の工夫が必要である。そうでなければ、都道府県が運営主体となることも困難

ではないか。(横尾委員)

・ 75歳以上の高齢者の医療給付費に約 5割の公費を投入する場合には、国保は負

担が増加するが、ほぼ同額が負担減となる公費を充てることとすれば、それほどひ

どい負担増にはならない。しかしながら、今後の急速な少子高齢化の中にあつては、

公費を段階的に投入し、被用者保険を中心として保険料の負担増を抑えていくとい

う仕組みを導入しなければ、被用者保険側は納得しないのではないか。(宮武委員)

・ 65歳 以上の高齢者の医療給付費に約 5害1の公費を投入する場合には、国保及び

公費の負担が大幅に増加するが、その財源を確保するには消費税率を1%増加させ

る必要があり、短期間での実現は極めて難しいのではないか。(宮武委員)

オ 将来推計について

: ・ 新たな制度を中長期的な観点か ら考える上で、高齢者の医療費の推移、保険区

分ごとの医療費・公費負担・保険料・支援金等の将来推計を踏まえて、議論すべ

き。 (神 田委員)

・ 医療保険制度の抜本的な改革を行うのなら、医療費の将来推計をきちんと踏ま

.え て議論すべき。 (山本委員)                   、

a持 続性という意味から、現時点のみならず、団塊世代が後期高齢者となる20
25年時点までの財政影響をしつか り見て検討していきたい。 (齊藤委員 )

・ 足元だけの議論ではなく、2025年 までの試算を踏まえて議論すべきだ。(対

馬委員 )

・ 将来の医療費の負担や現役世代の負担の水準がどうなるかという将来の負担の

推計も、複数のシナ リオで示 していただくことが必要である。 (小林委員 )

(5)保険料、給付等のあり方

・ 新たな制度の保険料は「応能負担」を原則とし、格差のない料率を設定すべき。(阿

部委員)

・ 税制改正で 65歳以上の年金の老年者控除が廃止され、公的年金等控除の最低保障
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も減額された結果、住民税が上がり、国保料や介護保険料が上がつており、これは元

に戻すべき。 (1可部委員)

・ 後期高齢者医療制度における個人単位の保険料賦課は、世帯単位に戻す。地け保険

に加入する方の保険料は、世帯主に賦課すべき。(阿部委員)

・ 国民健康保険をベースにした受lt皿 となればt世帯単位という流れではないか。(4ヽ

島委員 )

・ 75歳以上は個人で保険料を払つているが、国保は基本的に世帯単位での保険料賦

課になるので、ここもどういう調整をしていくか、技術的に難しい問題もある。(岡

崎委員)

・ 高齢者の医療保険|よ保障の理念が重要であり、保険料の上限の昇直しや保険料率の

一本化なども検討すべき。(三上委員)

・ 地域保険で国民健康保険の方が受け皿となれば、現在の世帯単位での上限の見直し
,

も必要ではないか?(′ 1ヽ島委員)

・ 国保の賦課の上限は職域保険と均衡するように引き上げるべき。(阿部委員)

・ 国保の保険料の上限は職域保険と同額まで引き上げるべきではないかし(樋口委員)

・ 所得のある方の保険料の上限について議論すべき。50万円より高い上限を段階的

に設定してもよいのではないか。(樋口委員)

・ 若年の国保の保険料についても、都道府県単位でできるだけ統■すべき。(宮武委

員)

・ 現在の保険料の徴収のあり方として、年金天引きかあるし`は甲座振替の選択。これ

は、本人の同意を前提にするべきであるので、基本的には年金天引きにするか口座振

替にするかは、年金受給者については選択制にすることが適当である。(小島委員)

・ 負担の公平と給付の平等を図ることについては、委員全員の理念として一致してい

るのではないか。(三上委員)

・ 被扶養者の保険料の軽減措置は、制度加入時に被扶養者であつたことにより対象と

しているが、その後、扶養関係がなくなつた方の取扱いについても考慮する必要があ

る。(樋口委員)

・ 女性の立場からは、夫が亡くなり被扶養関係がなくなると負担が増えてしまうとい

う二重の問題が起こつてくる。(樋口委員)

・ 本会議においては、各論的な議論はできないが、高齢者に関わりの深い医療サービス

の基本的な考え方については議論すべき。(近藤委員)         .
口 診療や健康診断についても年齢による区分はしないことを明確にすべき。(阿部委員)

・ 医療サービスや保健サービスについては、高齢者と現役世代で基本的に差をつけるベ

きではない。(対馬委員)
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・ 新たな制度の枠組みについては、6つの原則に則つて議論することになる。医療サT
ビス全般については、別途議論する必要があるが、高齢者にら、さわしい医療の考え方に

ついては、この会議で打ち出すべきである8(宮武委員)

・ イギリスでは、医療崩壊と言われる状況から立ち直る際に、NSFと 呼ばれる疾患領

域ごとの 10カ 年の長期計画を策定しており、この中に高齢者医療版というものもある。

日本版NSFにより110年後の目標設定を行し`、それを実現する手立てを考えてモニ

タリングするような考え方を行うべき。(近藤委員)   .
・ 日本の医療費をOECD平 均並みに上げつつ、それ以上に上がらないシステムについ

て検討していく必要がある。そのために、かかりうけ医制度や終末期相談支援料が、ど

のような役害1を担えるのか考えていく必要がある。(鎌田委員)

日 高齢者は慢性的な疾患を抱えやすく、かかりつけ医制度については、他の先進諸国と

同様、必要である。(宮武委員)

。 かかりつけ医を制度として導入するには、まだ無理がある。(阿部委員)

・ 後期高齢者終末期相談支援料については、導入の仕方に問題があつたが、自分がどの

ように最期を迎えるかについて、看護師や医者と相談していくといつた制`度
は必要であ

る。(宮武委員)

・ 病院に頼りすぎていた日本の医療を、自宅や自宅に近い環境で最期まで暮らし、看取

ることができるような体制に変えていくべき。(宮武委員)

・ 終末期医療制度は、せつかく国民的合意ができつつある段階で、打ち出し方が悪く、

議論が後退してしまうた。新たに国民・高齢者が論議できるようにするべき。(樋口委

員)

・ 新たな制度の医療サービスについては、局齢者の健康維持「諸機能維持に必要なリハ

ビリ|三っぃても検討すべき。(樋甲委員)

・ それぞれの地域において、入院に頼り過ぎることなく、切れ目なく必要な医療・介護・

リハビリが受けられる体制を構築することが重要である。(神 甲委員)

・ 新たな制度のあり方の前提として、救急医療、周産期や小児科医療などをはじめとす

る医療崩壊を防止するために医療費総額を拡大し、診療報酬をさらに引き上げるべき。

(阿部委員)

・ 75歳に着目した診療報酬体系が廃止されたが、複数の疾患あるいは重複受診をどう

避けて、より効果的な医療にするかは重要である。(神田委員)

・ 高齢者が医療を過剰に受けているようにも思えるので、医療を受ける高齢者のあり方

についても考える必要がある。(岩見委員)

・ 都道府県別ぐらいで競争原理がきちつと働くような保険者機能というものを持つて、

そこで 3次救急はどうするか、健康づくり運動はどうするかという競争がきちつと行わ

れていくことによつて、国民は安心できるのではないか。(鎌田委員)

・ 高齢者医療確保法に規定されている特定健診や特定保健指導は非常に斬新な考え方で

ある。20年度は混乱もあつたが、健保組合としても、保険者機能を発揮しながら積極
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的に取り組んでいる。(対馬委員)

特定健診及び特定保健指導は、保険者機能の強化のために効果的な取り組みとなつて

おり、更に進めていく必要があるが、健診等の実施率による支援金の加算 ,減算の仕組

みは、廃止を含めて見直すべき。(小林委員)        :
15年 後には後期高齢者支援金について10%の加算・減算という措置が導入されるこ

とになつているが、加算 口減算の仕組みはやめるべき。(′卜島委員)

=生活習慣病の予防について、今までどちらかとしヽうと自治体任せで、国として本腰を

入れてやつてこなかつたのではないか。今回、政府、自治体、医療機関を挙げて予防医

療に取り組むという方針を示すべきである。(5可部委員)

1医療費の増大が見込まれる中で、健全な方法により医療費の伸びを抑制していくこと

は重要である。新たな制度においても、健康づくり事業などの受益と負担を運動させる

仕組みを導入すべき。(知事会 (西川代理))

・ これからは健康づくりであれば、健康相談 “指導・保健サニビスといつた点が重要に

なるざ(神 田委員)

・ 保健サ=ビスについて、「サービスは受けるもの」という認識があるが、「国民の健康

の維持」というのは、受けるものでも、与えるものでもなく、国民T人ひとりが自ら育

まない限りできないものである。サービスという言葉をこのまま本当に使つて良いのか

とも感じている。(横尾委員)

・ ジェネリック医薬品の使用促進のパイロット事業として、後発医薬品を使うと費用が

軽減される通知を広島支部の加入者に送らせていただいた結果、約 2割の方が先発医薬

品から後発医薬品に切替えている。今年度は、この事業を全国展開しているが、広域連

合でも国の支援をいただいてぜひ進めていただきたしヽ。高齢者医療費の効率化、高齢者

の方の窓口負担の軽減につながる。(小林委員)
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